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東京経済・雇用情勢の概況
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東京の雇用就業

〜本書のご利用にあたって〜

	1	 本書で用いた資料については、発表時の組織名で記載しています。

	2	 本書中の業種名は、原則として日本標準産業分類（第13回改定）によるものです。中分類、
小分類等は、本産業分類に基づく分類を表しています。なお、個々の図表については参照資
料の分類に基づいています。

	3	 「経済センサス」を用いたデータは、特に注記しているものを除き、原則として民営事業所のも
のです。公務等を含めた数値を用いる場合には、「総数」である旨を表記しています。

	4	 主として「東京の産業」において、「経済センサス」を活用して、業種ごとの事業所数・従業者
数及びその推移を示しています。

	５	 年間商品販売額等の経理事項については、原則として消費税込みの値を記載しています
が、年により消費税の取扱いが異なる等の違いがあります。よって、時系列で利用する際に
はご留意願います。

	６	 「労働力調査」は、特に注記しているものを除き、原則として「基本集計」の数値及び用語
の定義です。「詳細集計」の数値及び用語の定義とは異なる場合があり、ご留意願います。
また、「労働力調査」は、５年ごとに算出の基礎となる人口を切り替えており、それぞれ切替え
に伴う変動があります。よって、時系列で利用する際にはご留意願います。

	７	 資料によっては、端数処理等の関係で、合計と内訳が一致しない場合があります。

	８	 本書では、中小企業、小規模企業は、原則として中小企業基本法の定義によります。

	９	 本書は、主として2020年12月末日時点の資料を用いています。
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１億2,709万4,745人
人　口

（2015年）
37万7,976㎢
面　積

（2020年10月）
5,891万9,306人
就業者数

（2015年）

534万783所
事業所数（民営）

（2016年）

35万6,752所　
工場数

（2015年）

135万5,060所
卸売業,小売業事業所数

（2016年）

314兆7,832億円
製造品出荷額等

（2015年）

581兆6,263億円
卸売業,小売業商品販売額

（2016年）

68兆4,067億円
輸出額

（2020年速報）
67兆7,320億円
輸入額

（2020年速報）

3,172社
外資系企業数

（2020年）

556兆8,279億円
　　国内総生産（名目）

（2018年度）

536兆3,837億円
銀行（国内銀行）貸出残高

（2020年12月末）

72.5％
第3次産業有業者の割合

（2017年）
402兆6,518億円

第3次産業総生産（名目）

（2018年）
６万3,574所

情報通信業の事業所数

（2016年）

412万人
訪日外客数

（2020年推計値）

162万9,286社
会社企業数

（2016年）
99.7％

中小企業比率

（2016年）

【資料】 総務省・経済産業省「平成28年経済センサス-活動調査」を東京都産業労働局で再編加工
（株）東洋経済新報社「外資系企業総覧」
内閣府「国民経済計算」
東京都「都民経済計算年報」

総務省「国勢調査」
国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」
総務省・経済産業省「平成28年経済センサス-活動調査」
中小企業庁「中小企業白書」
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東京経済・雇用情勢の概況

日本経済の中心、東京
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東京都「東京の工業」
財務省「貿易統計」、東京税関「貿易概況」
総務省「平成29年就業構造基本調査」
総務省・経済産業省「平成28年経済センサス-活動調査	卸売業,小売業（産業編）」

1,351万5,271人（10.6％）
人　口

（2015年）
2,194㎢（0.6％）
面　積

（2020年10月）
800万6,399人（13.6％）
　　就業者数（従業地ベース）

（2015年）
1,592万405人
昼間人口

（2015年）

62万1,671所（11.6％）
事業所数（民営）

（2016年）

2万7,142所（7.6％）
工場数

（2015年）

15万728所（11.1％）
卸売業,小売業事業所数

（2016年）

８兆5,452億円（2.7％）
製造品出荷額等

（2015年）

199兆6,868億円（34.3％）
卸売業,小売業商品販売額

（2016年）

15兆6,379億円（22.9％）
輸出額（東京港･羽田空港･成田空港）

（2020年速報）
24兆2,531億円（35.8％）
輸入額（東京港･羽田空港･成田空港）

（2020年速報）

2,413社（76.1％）
外資系企業数

（2020年）

107兆418億円
都内総生産（名目）

（2018年度）

229兆1,258億円（42.7％）
銀行（国内銀行）貸出残高

（2020年12月末）

83.7％
第3次産業有業者の割合

（2017年）
91兆3,962億円

第3次産業総生産（名目）

（2018年度）
2万1,935所（34.5％）
情報通信業の事業所数

（2016年）

1,518万人
訪都外国人旅行者数

（2019年）

24万8,512社（15.3％）
会社企業数

（2016年）
98.8％

中小企業比率

（2016年）

日本銀行「預金・貸出関連統計」
日本政府観光局（ＪＮＴＯ）「訪日外客数・出国日本人数」
東京都産業労働局「東京都観光客数等実態調査」
総務省・経済産業省「平成28年経済センサス-活動調査	製造業（産業編）」

注　カッコ内は全国比。工場数は、実際に製造活動が行われている製造業の事業所の数。　　
　　国内総生産及び国の第３次産業総生産は2015年（平成27年）基準で第二次年次推計値、都内総生産及び都の第３次産業総生産は平成23年基準。

東京経済・雇用情勢の概況

グラフィック 東京の産業と雇用就業 2021
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東京経済・雇用情勢の概況

データでみる日本、東京の経済・特色

注  2018年（暦年）で比較。ただし、東京は2018年度（4/1 ～ 3/31）、オーストラリアは
2018年度（7/1～ 6/30）。都内総生産は、「平成30年度 国民経済計算年報」（内閣府経済
社会総合研究所）より計算した為替レート（1 ドル＝110.88 円）を用いて換算。

資 料  東京都「都民経済計算」

注  平成23年基準。実質は、連鎖方式。
資 料  東京都「都民経済計算」

注  輸入品に課される税・関税、総資本形成に係る消費税の控除を除く。
資 料  東京都「都民経済計算」

注  2020年10～ 12月期（第Ⅳ四半期）の１次速報値。季節調整系列。2015年（平成27年）
基準。実質は、連鎖方式。

資 料  内閣府「国民経済計算」

注  輸出入総額上位10位の港。
資 料  財務省「貿易統計」(函館税関資料）

1 国別国内総生産（名目）（世界、2018年）

3 都内総生産の対前年度増加率（名目・実質）の推移（東京）

4 経済活動別都内総生産（名目）構成比
（東京、2018年度）

2 GDP四半期別前期比の推移（全国）

5 港別輸出入額（全国、2019年）　
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注  2020年及び12月の輸入額は速報値。
資 料  財務省「貿易統計」

注  輸入額は速報値。
資 料  財務省「貿易統計」

7 貿易額の推移（全国）

6 商品別輸出入額構成比（東京港・全国、2020年）
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注  CI、一致指数。シャドーは景気後退期。2020年12月は速報。CIとは、構成指標の動きを合成することで、景気変動の大きさやテンポ (量感）を測定するための指数。一致指数とは、CIのうち、景気
の動きに対してほぼ一致して動く指数。

資 料  内閣府「景気動向指数」

8 景気動向指数の推移（全国）
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注  日本銀行発表による中心スポットの月中平均。2011年１月から2020年12月まで掲載。
資 料  日本銀行「各種マーケット関連統計」
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9 日経平均株価の推移（全国）　

11 生産指数の推移（東京・全国）　 12 消費者物価指数の推移（東京都区部・全国）

注  年は原指数、月々の数値は季節調整済指数。最新月は速報値。
資 料  東京都「工業指数」、経済産業省「鉱工業指数」

注  生鮮食品を除く総合。
資 料  総務省「消費者物価指数」

注  指数値は、日々の終値ベース。2011年１月から2020年12月まで掲載。
資 料  ©日本経済新聞社
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データでみる日本、東京の経済・特色
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13 国内企業物価指数、企業向けサービス価格指数の推移（全国）

14 用途別対前年変動率、基準地平均価格の推移（東京）

15 オフィス平均空室率、平均募集賃料（都心５区）

注  2021年2月10日時点。2020年12月の値は速報値。
資 料  日本銀行「国内企業物価指数」、「企業向けサービス価格指数」

資 料  東京都「東京都基準地価格」

注  都心５区は千代田、中央、港、新宿、渋谷。基準階面積100坪以上のオフィスビル。年データは各年12月の値。
資 料  三鬼商事（株）「最新オフィスビル市況」
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東京経済・雇用情勢の概況

データでみる日本、東京の経済・特色

注  令和２年１月１日現在。推計値。島しょの縮尺は、他と異なる。
資 料  東京都「くらしと統計2020」

16 地域別人口（東京、2020年）　　

注  総人口に占める65歳以上人口の割合。推計値。
資 料  東京都総務局資料資 料  東京都、厚生労働省「人口動態統計」

18 高齢化率の推移（東京）17 合計特殊出生率の推移（東京・全国）
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↓
苦
し
い

1 法人企業経常利益の推移（全国）

2 中小企業の業況ＤＩの推移（東京）

3 中小企業資金繰りDI 　

注  季節調整値。金融業、保険業以外の業種。資本金、出資金又は基金1,000万円以上の営利法人等。
資 料  財務省「法人企業統計調査」

注  業況DI＝業況が「良い」とした企業割合－「悪い」とした企業割合。シャドーは、内閣府が公表した景気後退期。
資 料  東京都「東京都中小企業の景況」

注  DI＝「楽」とする企業の割合－「苦しい」とする企業の割合。「全体」は４業種全体。
資 料  東京都「都内中小企業の設備投資・資金繰り等の状況」

データでみる日本、東京の経営環境・雇用情勢
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4 法人企業設備投資の推移（全国）　　

5 機械受注額の推移（全国）

6 中小企業の設備投資実施割合の推移（東京）

注  季節調整値。金融業,保険業以外の業種。資本金、出資金又は基金1,000万円以上の営利法人等における有形固定資産（土地の購入費を除き、整地費・造成費を含む）の新設額。
資 料  財務省「法人企業統計調査」

注  季節調整値。船舶・電力を除く民需。
資 料  内閣府「機械受注統計調査」

注  後方４四半期移動平均。
資 料  東京都「都内中小企業の設備投資、資金繰り等の状況」

東京経済・雇用情勢の概況

データでみる日本、東京の経営環境・雇用情勢
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東京経済・雇用情勢の概況

注  回答社数構成比。３項目以内の複数回答。2020年11月時点。中小企業は資本金、出資金
又は基金１千万円以上１億円未満の法人。「電気・ガス・水道業」及び「金融業、保険業」は
含まない。

資 料  財務省関東財務局「法人企業景気予測調査」
注  都内総資本形成のうち、民間企業設備の推移（名目）。
資 料  東京都「都民経済計算」

注  負債額1,000万円以上。
資 料  東京都「東京の企業倒産状況」（㈱東京商工リサーチ調べ）

注  負債額1,000万円以上。件数が年間30件以上の区市を掲載。
資 料  東京都「東京の企業倒産状況」（(株)東京商工リサーチ調べ）

7 都内総生産民間企業設備の推移（東京）

9 企業倒産件数の推移（東京・全国）

10 地域別倒産件数、負債総額（東京、2020年）

8 中小企業の設備投資スタンス（東京、2020年度）

グラフィック 東京の産業と雇用就業 2021
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東京経済・雇用情勢の概況

データでみる日本、東京の経営環境・雇用情勢

注  負債額1,000万以上。１月８日時点。原則として「新型コロナ関連倒産」は、担当弁護士、当事者からの要因の言質が取れたものなどを集計。
資 料  (株)東京商工リサーチ資料

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

注  中小企業数1,000以上の産業大分類を記載。中小企業及び小規模企業は中小企業基本法の定義による。企業産業分類、常用雇用者数の不詳及び資本金階級の不詳により、中小企業か大企業か判
別できない値を除く。中規模企業数は中小企業数から小規模企業数を引いた値。

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」を産業労働局で再編加工

11 新型コロナウイルス関連倒産の推移（東京、2020年）

12 産業別会社企業数構成比（東京・全国、2016年）

13 産業別・[中規模企業・小規模企業]別中小企業数（東京、2016年）
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東京経済・雇用情勢の概況

注  東京の事業所数が１万所以上の産業大分類を記載。「全産業計」は全国比のみ。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

注  東京の従業者数が10万人以上の産業大分類を記載。「全産業計」は全国比のみ。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

注  全国の2011年の値は、補完推計値。
資 料  総務省、東京都「労働力調査」

14 産業別事業所数、全国比（東京、2016年）　

15 産業別従業者数、全国比（東京、2016年）　

16 男女別完全失業者数（東京）・完全失業率（東京・全国）の推移
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0
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注  月の値は季節調整値。
資 料  東京労働局、厚生労働省「職業安定業務統計」

注  新規学卒者を除きパートタイムを含む。
資 料  東京労働局「産業別新規求人数の推移」

注  DI＝「不足」とする企業の割合－「過剰」とする企業の割合。「全体」は「製造業」、「卸売業」、「小売業」、「サービス業」の４業種が対象。
資 料  東京都 「東京都中小企業の景況」

17 有効求人数（東京）・有効求職者数（東京）・有効求人倍率（東京・全国）の推移

18 産業別新規求人数の推移（東京）　

19 中小企業の雇用人員DI（東京）
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データでみる日本、東京の経営環境・雇用情勢
東京経済・雇用情勢の概況
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東京経済・雇用情勢の概況

注  2021年２月25日までの公表値を使用。事業所規模５人以上。
資 料  東京都、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

注  2021年２月25日までの公表値を使用。事業所規模５人以上。
資 料  東京都、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

注  事業所規模５人以上。
資 料  東京都「毎月勤労統計調査」

20 月間現金給与総額の推移（東京・全国）　

21 月間所定外労働時間の推移（東京・全国）

22 月間総実労働時間の推移（東京）

グラフィック 東京の産業と雇用就業 2021
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注  名目GDP推計値、米ドル表示。
資 料  UN「National Accounts」

注  2019年の上位６空港を掲載。
資 料  国土交通省「空港管理状況調書」

注  各年３月、９月の値。2020年９月の上位７位まで掲載。「ビジネス環境」、「金融業の発展度」、
「インフラ」、「人的資本」、「評判」の５分野について関連データと金融市場関係者への聞き取
り調査結果を指数化したもの。

資 料   Z/Yen Group and the China Development Institute「The Global Financial 
Centres Index」

注  各年度末現在。ＡＳＥＡＮ４：マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン。ＮＩＥｓ３：シンガポール、
台湾、韓国。現地法人とは、海外子会社（日本側出資比率が10％以上の外国法人）と海外孫会
社（日本側出資比率が50％超の海外子会社が50％超の出資を行っている外国法人）の総称。

資 料  経済産業省「海外事業活動基本調査」

注  2019年の上位６空港を掲載。
資 料   国土交通省「空港管理状況調書」

1 国・地域別GDPの推移（世界）

4 国際金融センター指数の推移（世界）

2 空港別国際線旅客数構成比の推移（全国）

5 進出地域別現地法人企業数の推移（全国）

3 空港別国際線貨物取扱量構成比の推移（全国）
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東京経済・雇用情勢の概況

グローバル化
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東京経済・雇用情勢の概況

注  日本、東京以外は暦年ベース。日本及び東京の開業率は、「雇用保険事業年報」（厚生労働省、年度ベース）を用いて、雇用保険関係が成立している事業所（適用事業所）の成立を基に算出。国によっ
て統計の性質が異なるため、単純に比較することはできない。

資 料  日本、東京：厚生労働省「雇用保険事業年報」、米国：United States Census Bureau「The Business Dynamics Statistics」、英国・ドイツ・フランス：eurostat、中小企業庁「中小企業白書」

1 東京・全国（雇用保険事業年報ベース）及び各国の開業率の推移 （東京・全国・世界）

注  国内向け投資。日本に法人格があるベンチャーキャピタルが対象。
資 料（一財）ベンチャーエンタープライズセンター「ベンチャー白書」（2016～ 2020）

注  年度末現在の値。次世代自動車等とは、燃料電池自動車・電気自動車・プラグインハイブリッド自動車・ハイブリッド自動車のこと。燃料電池自動車の値は2014年度以降。
資 料  東京都「環境白書」

2 投資先企業の業種分布の推移（金額）(全国)

3 次世代自動車等の普及状況（東京）

グラフィック 東京の産業と雇用就業 2021

創業・ベンチャー/資源・エネルギー・環境
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注  2020年の値は推計値。
資 料  日本政府観光局（JNTO） 「訪日外客数・出国日本人数」

注  訪日外客数のうち、11、12月は推計値、その他の値は暫定値である。出国日本人数のうち、12月は推計値。
資 料  日本政府観光局（JNTO） 「訪日外客数・出国日本人数」

1 訪日外客数・出国日本人数の推移（全国）

2 訪日外客数・出国日本人数の月別推移（全国）

注  ビジネス目的、観光目的を含む。
資 料  東京都「東京都観光客数等実態調査」

注  観光消費額とは、訪都観光入込客の都内での消費の総額。ビジネス目的、観光目的を含む。
資 料  東京都「東京都観光客数等実態調査」

3 訪都旅行者数の推移（東京） 4 観光消費額の推移（東京）

グラフィック 東京の産業と雇用就業 202118
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東京経済・雇用情勢の概況
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東京経済・雇用情勢の概況

注  事業所調査。従業員規模30人以上の事業所が対象。「勤務間インターバル制度」とは、勤務終了から次の勤務開始までの間、一定の休息時間の確保を義務付ける制度のこと。
資 料  東京都「平成28年度東京都男女雇用平等参画状況調査」

注  都内に所在する常用雇用者規模30人以上の企業が対象。
資 料  東京都「東京都テレワーク導入実態調査」

注  都内に所在する常用雇用者規模30人以上の企業が対象。
資 料  東京都調査による

3 多様な働き方に関する制度の導入状況（東京、2016年）

4 テレワーク導入率の推移（東京）

注  小学生までの子どもを養育する世帯が対象。共働き世帯とは、父母とも「就業」である世帯で、
「産休・育児休業中である」または「病気等で休んでいる」人を含む。

資 料  東京都「東京都福祉保健基礎調査」
注  2012年度はデータなし。事業所調査。
資 料  東京都「男女雇用平等参画状況調査」

1 共働き世帯数の推移（東京） 2 育児休業取得率の推移（東京）

グラフィック 東京の産業と雇用就業 2021

多様な働き方
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製造業
東京の産業－製造業

1 事業所数、従業者数、出荷額等・付加価値額の推移（東京）

2 中分類別事業所数・出荷額等構成比（東京・全国､ 2015年）

3 区市町村別事業所数・従業者数・出荷額等（東京、2015年）

注  2011年及び2015年の数値は、「経済センサス‐活動調査」を基に集計している。2015年の出荷額等、付加価値額については、個人経営調査票による調査分を含まない。2008年、2011年及び
2015年の数値は、消費税の取扱いや調査時点が異なること等の違いがあるため、比較には注意を要する。

資 料  東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」

注  構成比５％以上の分類を掲載。出荷額等については、個人経営調査票による調査分を含まない。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス -活動調査　製造業（産業編）」、東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」 

注  上位１０区市。出荷額等については、個人経営調査票による調査分を含まない。
資 料  東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」
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【１事業所当たり従業者数】
　　　　５人未満
　　　　５人以上10人未満
　　　　10人以上20人未満
　　　　20人以上30人未満
　　　　30人以上

【１事業所当たり従業者数】
　　　　５人未満
　　　　５人以上10人未満
　　　　10人以上20人未満
　　　　20人以上30人未満
　　　　30人以上

【１従業者当たり付加価値額】
　印なし　500万円未満
　　　　　500万円以上750万円未満
　　　　　750万円以上1,000万円未満
　　　　　1,000万円以上2,000万円未満
　　　　　2,000万円以上

【１従業者当たり付加価値額】
　印なし　500万円未満
　　　　　500万円以上750万円未満
　　　　　750万円以上1,000万円未満
　　　　　1,000万円以上2,000万円未満
　　　　　2,000万円以上
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東京の産業－製造業

4 区市町村別１事業所当たり従業者数・１従業者当たり付加価値額（東京、2015年）

5 地域別・中分類別事業所数（東京、2015年）

注  事業所数、従業者数については個人経営調査票による調査分を含む数値、付加価値額については、個人経営調査票による調査分を含まない数値を用いて算出。利島村、青ヶ島村の付加価値額は秘
匿。

資 料  総務省・経済産業省「経済センサス -活動調査　製造業（産業編）」より、東京都産業労働局で算出。

注  「その他の製造業」を除く上位５分類。（ ）内は各地域内の事業所数。
資 料  東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」
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東京の産業－卸売業 , 小売業

資 料  経済産業省「商業動態統計」

注  実質値。
資 料  東京都「都民経済計算」

注  年は原指数、月々の数値は季節調整済指数。2021年１月公表値。
資 料  東京都「第３次産業活動指数」

1 商業販売額の構成比と推移（全国）

2 卸売業，小売業都内総生産の推移（東京）

3 卸売業，小売業の活動指数の推移（東京）　
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注  BtoC-ECにおけるEC化率は物販系分野における値。
資 料  経済産業省「電子商取引に関する市場調査」

7 BtoC-EC市場規模、EC化率の推移（全国）
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東京の産業－卸売業 , 小売業

注  管理,補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）の無い事業所を含まない。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県表）」

注  管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県表）」

4 小分類別卸売業年間商品販売額、全国比(東京、2016年）　

5 小分類別小売業年間商品販売額、全国比（東京、2016年）

注  2020年の前年比、12月の前年同月比は速報値（新車を除く。）。百貨店、スーパーは既存
店。コンビニは全店。広域関東圏は、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、
山梨、長野、静岡の１都10県。新車販売台数は、普通乗用車、小型乗用車、普通トラック、
小型トラック、バスの合計で、特殊車、トレーラー、その他不明車を除く。

資 料  経済産業省「商業動態統計」、(一社)日本自動車販売協会連合会資料

6 百貨店・スーパー (東京都区部)・コンビニエンス
ストア(広域関東圏)販売額、新車販売台数（東京）
の前年比・前年同月比の推移
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情報通信業
東京の産業－情報通信業

資 料  総務省「経済センサス -基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス -活動調査」

注  名目値。
資 料  東京都「都民経済計算」

注  全産業計、情報通信業計は全国比のみ。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス -活動調査」

注  名目値。上位6位まで掲載。
資 料  内閣府「県民経済計算」

2 小分類別事業所数、全国比（東京、2016年）　

4 都道府県別情報通信業総生産構成比
 （全国、2017年度）

1 中分類別事業所数・従業者数の推移（東京）　

3 情報通信業都内総生産の推移（東京）　
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東京の産業－金融業 , 保険業

資 料  総務省「経済センサス -基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  名目値。
資 料  東京都「都民経済計算」

注  各年３月末の値。国内銀行銀行勘定。預金には譲渡性預金を含む。
資 料  日本銀行「預金・貸出関連統計」

注  名目値。上位５都府県を掲載。
資 料  内閣府「県民経済計算」

3 都道府県別金融・保険業総生産構成比
（全国、2017年度）

1 中分類別事業所数・従業者数の推移（東京）

2 金融・保険業都内総生産の推移（東京）　　

4 国内銀行預金・貸出金の推移（東京）
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東京の産業－宿泊業 , 飲食サービス業

宿泊業,飲食サービス業

1 旅館・ホテル営業の施設数の推移（東京）

3 延べ宿泊者数・客室稼働率の推移（東京）

4 小分類別飲食店事業所数・従業者数の推移（東京）

2 旅館・ホテル営業の客室数の推移（東京）

注  年度末の値。2018年度は、旅館業法の改正（2018年６月15日施行）により「ホテル営業」「旅
館営業」の営業種別が統合。また、基準等の変更のため、2017年度以前と単純に比較すること
はできない。

資 料  厚生労働省「衛生行政報告例」

資 料  観光庁「宿泊旅行統計調査」

資 料  総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  年度末の値。2018年度は、旅館業法の改正（2018年６月15日施行）により「ホテル営業」「旅
館営業」の営業種別が統合。また、基準等の変更のため、2017年度以前と単純に比較すること
はできない。

資 料  厚生労働省「衛生行政報告例」
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東京の産業－生活関連サービス業，娯楽業

生活関連サービス業，娯楽業

資 料  総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  管理,補助的経済活動を行う事業所は除く。「全産業計」、「生活関連サービス業,娯楽業計」は全国比のみ。「興行場」は、別掲（映画劇場、競馬場、公営野球場等）を除く。
資 料  総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  ４月１日現在。上位３都道府県。第１種旅行業者：すべての旅行業務。第２種旅行業者：海外募集型企画旅行以外の旅行業務。 
第３種旅行業者：募集型企画旅行（一定のものを除く。）以外の旅行業務。旅行業者代理業者：所属旅行業者から委託された業務。

資 料  観光庁調べ

1 中分類別事業所数・従業者数の推移（東京）　　　　　　　

2 小分類別事業所数・従業者数、全国比（東京、2016年）

3 都道府県別・類型別旅行業者数（主たる営業所）構成比 （全国、2020年）
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東京の産業－農林水産業

農林水産業

1 多種多様な東京の農林水産物多種多様な東京の農林水産物

2 耕地面積の推移（東京）

4 漁業経営体数・漁業就業者数の推移（東京）　

3 素材生産量・林業従事者数の推移（東京）

5 農業･林業・漁業就業者の年齢別の割合
 （東京、2015年） 

注  その地域の特徴的な農林水産物を示したもので、 
生産量が最も多い農林水産物とは限らない。

資 料  東京都産業労働局調べ

注  畑は「普通畑」と「牧草地」の計。2020年は第１報。
資 料  農林水産省「耕地面積調査」

注  内水面を除く。三宅村は三宅島雄山の噴火に伴い、全島避難が続いていたことから、2003
年の調査対象に含まれていない。

資 料  農林水産省「漁業センサス」

注  素材は、製材用・合板用・木材チップ用などの原木丸太。 
林業従事者の点線部分は産業分類の改定により必ずしも連続していない。

資 料  農林水産省「木材需給報告書」、東京都「東京都の森林・林業」、総務省「国勢調査」

資 料  総務省「国勢調査」
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東京の産業－農林水産業

8 種類別林産物生産額の推移（東京）

6 種類別農業産出額の推移（東京）

10 海区別沿岸漁業生産量の推移（東京）　

9 多摩木材センターの多摩産材取扱量の推移（東京）

7 地域別認定農業者数の推移（東京）　

11 水産物生産額（東京、2018年）　　

注  素材は、製材用、合板用、木材チップ用などの原木丸太。
資 料  東京都「東京の森林・林業」

資 料  農林水産省 「生産農業所得統計」

注  大島海区は大島、利島、新島、神津島、三宅海区は三宅島、御蔵島、八丈海区は八丈島、青ヶ
島を含む。

資 料  東京都 「東京都の水産」

資 料  東京都産業労働局調べ

注  各年３月末時点。
資 料  東京都産業労働局調べ

注  生産額上位10位を記載。
資 料  東京都「東京都の水産」
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資 料  東京都「労働力調査」　

注 　「就業者（主に仕事以外）」は、「家事のほか仕事」、「通学のかたわら仕事」、「休業者」の計。
資 料  総務省「国勢調査」

2 男女別労働力人口の推移（東京）

3 男女別・年齢別労働力状態（東京、2015年）

資 料  東京都「労働力調査」

4 年齢別労働力人口構成比の推移（東京）
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東京の雇用就業－就業構造

就業構造

0 ○○○○○○○○

資 料  総務省、東京都 「就業構造基本調査」

注  「農業,林業」、「漁業」を除き、有業者総数10万人以上の産業大分類を記載。「公務（他に分
類されるものを除く）」、「分類不能の産業」を除く。

資 料  総務省「平成29年就業構造基本調査」

注  役員を除く雇用者に占める割合。
資 料  総務省「平成29年就業構造基本調査」

2 従業上の地位別有業者数の推移（東京）1 産業別・男女別有業者数(東京、2017年)

3 産業別・職業別パート・アルバイト雇用比率（東京、2017年）

注  各年10月末現在。
資 料  厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」

注  10月末現在。
資 料  厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」

4 外国人労働者数の推移（東京） 5 産業別外国人労働者数構成比
 （東京・全国、2020年）
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東京の雇用就業－労働移動

労働移動

1 入職者数・離職者数の推移（東京）

2 産業別入職率・離職率（東京、2019年）

3 男女別入職率・離職率の推移（東京） 4 男女別・年齢別転職入職率（全国、2019年）

注  ５人以上の常用労働者を雇用する事業所。転職入職率＝転職入職者数/１月１日現在（年齢階
級別は６月末日現在）の常用労働者数×100。

資 料  厚生労働省「雇用動向調査」

注  ５人以上の常用労働者を雇用する事業所。
資 料  厚生労働省 「雇用動向調査」

注  ５人以上の常用労働者を雇用する事業所。入（離）職率＝入（離）職者数/１月１日現在の常用労働者数×100。
資 料  厚生労働省「雇用動向調査」

注  ５人以上の常用労働者を雇用する事業所。入（離）職率＝入（離）職者数/１月１日現在の常
用労働者数×100。

資 料  厚生労働省「雇用動向調査」
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賃金・労働時間
東京の雇用就業－賃金・労働時間

1 産業別・就業形態別・事業所規模別１人平均月間現金給与総額（東京、2019年)

2 産業別・就業形態別・事業所規模別月間総実労働時間（東京、2019年）

3 産業別・企業規模別年次有給休暇の取得状況（全国、2019年）

注  事業所規模５人以上。
資 料  東京都「毎月勤労統計調査」

注  事業所規模５人以上。
資 料  東京都「毎月勤労統計調査」

注  付与日数には繰越日数を含まない。取得日数は令和元年（又は平成30会計年度）１年間に実際に取得した日数。対象は常用労働者が30人以上の民営企業。
資 料  厚生労働省「就労条件総合調査」
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東京の雇用就業－若年者

若年者の雇用就業

1 年齢階級別若年就業者数の推移（東京）

2 年齢階級別若年者の有効求人倍率の推移（東京） 3 年齢階級別若年者の完全失業率の推移（東京）

4 新規学卒就職者の就職後３年以内離職率の推移（全国）

注  15～ 34歳を若年者とした。2011年及び2016年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及改訂した数値を用いている。
資 料  東京都「労働力調査」

注  各年10月現在。20～ 34歳を若年者とした。全体は15歳以上すべての年齢階級の計。
資 料  東京労働局「職業安定業務年報」

注  15～34歳を若年者とした。全体は15歳以上すべての年齢階級の計。2011年及び2016年
の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数
値を用いている。

資 料  東京都「労働力調査」

注  各年３月卒。2020年３月31日までに離職者した者。
資 料  厚生労働省「新規学卒者の離職状況」
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1 年齢別55歳以上就業者数、就業者数全体に占める割合の推移（東京）

2 産業別・年齢別55歳以上有業者数、産業別有業者数に占める割合 （東京、2017年）

3 55歳以上年齢階級別完全失業率の推移（全国） 4 雇用確保措置実施状況（東京、2019年）

注  2011年及び2016年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。
資 料  東京都「労働力調査」

資 料  総務省「平成29年就業構造基本調査」

注  全体は15歳以上の完全失業率を指す。2011年の値は補完推計値。
資 料  総務省「労働力調査」

注  ６月１日現在の値。従業員が31人以上の企業。
資 料  東京労働局「令和元年「高年齢者の雇用状況報告」集計結果」
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1 女性有業者数、女性比率の推移（東京）　

3 年齢別・従業上の地位別有業者数（東京、2017年）

2 産業別女性就業者数、女性比率（東京、2019年）

4 年齢階級別女性労働力率（世界） 5 管理職に占める女性の割合（世界、2018年）　　

注  国によって統計上の定義、調査方法が異なるため、当該数値を直接比較できない場合があ
る。アメリカは16歳以上。

資 料   （独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較」

注  国によって統計上の定義、調査方法が異なるため、当該数値を直接比較できない場合がある。
マレーシアは2016年、オーストラリアは2017年の値。

資 料   （独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較」

資 料  総務省「就業構造基本調査」 資 料  東京都「労働力調査」

資 料  総務省「平成29年就業構造基本調査」
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東京の雇用就業－障害者

障害者の雇用就業

1 民間企業の雇用障害者数の推移（東京）

3 産業別雇用障害者数（東京、2020年）

4 障害種別就職件数の推移（東京）　

2 産業別実雇用率（東京、2020年）

注  各年６月１日現在の値。
資 料  東京労働局資料

注  ６月１日現在の値。「農・林・漁業」、「鉱業,採石業,砂利採取業」を除く。
資 料  東京労働局資料

注  都内ハローワークを通じた就職件数。その他は、発達障害者、難病患者等。
資 料  東京労働局資料

注1  実雇用率、雇用障害者数について、短時間労働者は、原則1人をもって0.5人とみなす。重度身体障害者、重度知的障害者は１人をもって２人とみなす。短時間重度身体障害者、重度知的障害者は１人と
みなす。精神障害者である短時間労働者で、①かつ②を満たす方については、１人をもって１人とみなす。①新規雇入れから３年以内の方又は精神障害者保健福祉手帳取得から３年以内の方②2023年３
月31日までに、雇入れられ、精神障害者保健福祉手帳を取得した方。

注  ６月１日現在の値。「農・林・漁業」、「鉱業,採石業,砂利採取業」を除く。法定雇用率は
2020年時点。

資 料  東京労働局資料
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1 労働組合数・組合員数の推移（東京）

3 労働組合推定組織率の推移（東京・全国）

5 労働相談・あっせん件数の推移（東京）

2 パートタイム労働組合員数の推移（東京）　

4 企業規模別労働争議発生件数、参加人員の推移
（東京）

6 労働相談内容項目別構成比の推移（東京）

注  各年６月30日現在。単位労働組合が対象。
資 料  東京都産業労働局調べ

注  「その他」は企業規模不明、合同労組等。
資 料  東京都「東京レイバーリポート2019」

注  各年６月30日現在。単位労働組合が対象。2017年以降の数値は、国土交通省の旧「船員単
位労働組合基本調査」での調査組合を含む。

資 料  東京都産業労働局調べ

注  各年６月30日現在。単位労働組合が対象。推定組織率＝（労働組合員数／雇用者数）×
100。全国の雇用者数は、総務省「労働力調査」各年６月分による。東京の雇用者数は、総務
省「経済センサス」による。東京の2017年以降の数値は、国土交通省の旧「船員単位労働
組合基本調査」での調査組合を含む。

資 料  東京都産業労働局調べ

注  東京都労働相談情報センターにおける取扱件数。
資 料  東京都「労働相談及びあっせんの概要」

注  東京都労働相談情報センターにおける相談。１件の相談で複数項目にわたる場合は複数計
上。2019年度の上位５項目を掲載。

資 料  東京都「労働相談及びあっせんの概要」
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